
  
原子力規制委員会行政文書管理要領の一部改正について（案） 

 

令和２年１０月１４日 

原 子 力 規 制 委 員 会 

 

１．改正の趣旨 

令和元年１２月に特定秘密の保護に関する法律施行令が改正されて条番号の

変更があったことから、原子力規制委員会行政文書管理要領（以下「文書管理要

領」という。）における所要の改正を行う。 

併せて、業務の効率化及び記載の適正化のための改正も行う。 

 

２．改正の内容 

（１）条ずれ関係 

文書管理要領別表第５（８）において引用している特定秘密の保護に関する法

律施行令「第１２条第１項」を「第１１条第１項」に改正するほか、「以下この

表において「特定秘密保護法施行令」という。」を削除する。 

 

（２）業務の効率化関係 

① 公印の省略 

第３２条（公印及び契印の省略）において、公印及び契印を省略できる対

象に関し、環境省、委員会内部部局、施設等機関及び地方環境事務所又は他

の行政機関に発出する施行文書について「（他の行政機関に発出する場合にあ

っては、法令に基づくものを除く。）」を削除するとともに、「一般に公表する

文書、情報提供を行うための文書、定例的な通知書、依頼文書、回答文書そ

の他の偽造されるおそれが少ない文書（核原料物質、核燃料物質及び原子炉

の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号）、放射性同位元素等の規制

に関する法律（昭和３２年法律第１６７号）、電気事業法（昭和３９年法律第

１７０号）、原子力災害対策特別措置法（平成１１年法律第１５６号）、情報

公開法及び行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成１５年法

律第５８号）並びにこれらの関係法令に基づくものを除く。）」を追加する。 

 

② 押印の廃止 

第７条（文書の配布）等において、文書の配布に当たっての手続を「受領

者の押印を受ける」から「受領者を記録する」に変更するなど、手続上廃止

可能な職員の押印を廃止する。 

 

資料４ 
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③ 専決規定の変更 

ア 別表第２（共通事項）事項番号 31～33（新設） 

健康管理者等の指名、職員の休職及び復職並びに育児休業等の承認に関

することに係る決裁者の「委員長」又は「長官」を「人事課長」に変更す

る。 

 

理由：原子力規制委員会健康安全管理規程別表１で健康管理者等の指名の

対象となる官職等が定められているほか、事務的な手続事項である

ため 

 

イ 別表第４（RI 法令）事項番号 40,41 

放射性同位元素等規制法第４３条の２（許可届出使用者等に対する立入

検査）及び第４３条の３（登録認証機関等に対する立入検査）に基づく立

入検査に関することの専決者を「主管部等の長」から「主管課等の長」に

変更する。 

 

理由：毎年度定期的に行っている立入検査の年間計画の策定及び検査実施

内容の通知に関することの判断が定型化しているため 

 

（３）記載の適正化関係 

① 別表第４（RI 法令）事項番号 55 

放射性同位元素等規制法施行規則第１８条の１７（提出書類の省略）の「委

員会への報告の要否」を「要」から「否」に変更する。 

 

理由：平成２６年３月１日付けで規制庁に部長級の職が設けられたことを受

けて、専決者が「長官」から「主管部等の長」へ変更された際に委員会

への報告の要否を「否」と変更していなかったため 

 

② 様式第７～９ 

様式第７（書留郵便物等受理簿）、様式第８（開示請求受付管理簿）及び様

式第９（情報公開不服申立管理簿）の記載順を文書管理要領第３条に合わせ

て変更する。 

 

新 旧 

様式第７（開示請求受付管理簿） 

様式第８（情報公開不服申立管理簿） 

様式第９（書留郵便物等受理簿） 

 様式第７（書留郵便物等受理簿） 

 様式第８（開示請求受付管理簿） 

 様式第９（情報公開不服申立管理簿） 
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理由：令和２年４月１日付けで文書管理要領を改正して書留郵便物等受理簿、

開示請求受付管理簿及び情報公開不服申立管理簿の本文中の記載順を

変更した際に、それら文書に係る様式の記載順を変更していなかった

ため 

 

別紙：原子力規制委員会行政文書管理要領の一部改正について（案） 

 

３．施行期日 

令和２年１０月１４日（予定） 
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（案） 

 

改正 令和 年 月 日 原規総発第   号 原子力規制委員会決定 

 

令和 年 月 日 

 

原子力規制委員会   

 

 

 

原子力規制委員会行政文書管理要領の一部改正について 

 

原子力規制委員会行政文書管理要領（原規総発第 120919005 号）の一部を、

別表により改正する。 
 

 

附 則 

この規程は、令和 年 月 日から施行する。 

  

別紙 
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別表 原子力規制委員会行政文書管理要領 新旧対照表 

（傍線部分は改正部分） 

改  正  後 改  正  前 

第１条～第６条 （略） 

 

（文書の配布） 

第７条 （略） 

２ 前項の規定による文書の配布に当たっては、受付簿に配布先の部等又は課

等の受領者を記録するものとする。 

 

第８条 （略） 

２ （略） 

３ 前２項の規定による文書の配布に当たっては、それぞれ受付簿及び開示請

求受付管理簿に配布先の部等又は課等の受領者等を記録するものとする。 

 

（書留郵便等の受領及び接受） 

第９条 会計部門において書留郵便、現金書留郵便、配達証明郵便及び使送便

等（以下「書留郵便等」という。）を受領したときは、書留郵便物等受理簿

に受理年月日、差出人、受取人その他必要な事項を登録し、及び配布先の部

等又は課等の受領者を記録し、主管部等の長又は主管課等の長に配布するも

のとする。 

２ 前項の規定により配布を受けた主管部等の長又は主管課等の長は、書留郵

便物等接受簿に接受年月日、差出人、受取人その他必要な事項を登録し、当

該部等又は課等の接受者を記録するものとする。 

 

第 10 条～第 16 条 （略） 

 

（起案） 

第１条～第６条 （略） 

 

（文書の配布） 

第７条 （略） 

２ 前項の規定による文書の配布に当たっては、受付簿に配布先の部等又は課

等の受領者の押印を受けるものとする。 

 

第８条 （略） 

２ （略） 

３ 前２項の規定による文書の配布に当たっては、それぞれ受付簿及び開示請

求受付管理簿に配布先の部等又は課等の受領者の押印を受けるものとする。 

 

（書留郵便等の受領及び接受） 

第９条 会計部門において書留郵便、現金書留郵便、配達証明郵便及び使送便

等（以下「書留郵便等」という。）を受領したときは、書留郵便物等受理簿

に受理年月日、差出人、受取人その他必要な事項を登録し、及び配布先の部

等又は課等の受領者の押印を受け、主管部等の長又は主管課等の長に配布す

るものとする。 

２ 前項の規定により配布を受けた主管部等の長又は主管課等の長は、書留郵

便物等接受簿に接受年月日、差出人、受取人その他必要な事項を登録し、当

該部等又は課等の接受者の押印を受けるものとする。 

 

第 10 条～第 16 条 （略） 

 

（起案） 
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第 17 条 （略） 

２ （略） 

３ 第１項の規定にかかわらず、軽易な内容の確認その他の軽易又は定型的な

決裁文書の起案については、決裁用紙を用いないで適宜の方法により行うこと

ができる。 

４～７ （略） 

 

第 18 条～第 31 条 （略） 

 

（公印及び契印の省略） 

第 32 条 前条第１項の規定にかかわらず、次に掲げる施行文書については、発

信者名の下に「（公印省略）」の文字を付記することにより、公印及び契印

の押印を省略することができる。 

(1) 環境省、委員会内部部局、施設等機関及び地方環境事務所又は他の行政

機関に発出する施行文書 

(2) 前号に掲げるもののほか、一般に公表する文書、情報提供を行うための

文書、定例的な通知書、依頼文書、回答文書その他の偽造されるおそれ

が少ない文書（核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律

（昭和３２年法律第１６６号）、放射性同位元素等の規制に関する法律

（昭和３２年法律第１６７号）、電気事業法（昭和３９年法律第１７０

号）、原子力災害対策特別措置法（平成１１年法律第１５６号）、情報

公開法及び行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成１５

年法律第５８号）並びにこれらの関係法令に基づくものを除く。） 

２・３ （略） 

 

第 33 条～第 46 条 （略） 

 

別表第１ （略） 

第 17 条 （略） 

２ （略） 

３ 第１項の規定にかかわらず、軽易な内容の確認その他の軽易又は定型的な

決裁文書の起案については、決裁用紙を用いないで当該文書に直接押印等を受

ける等の適宜の方法により行うことができる。 

４～７ （略） 

 

第 18 条～第 31 条 （略） 

 

（公印及び契印の省略） 

第 32 条 前条第１項の規定にかかわらず、本省、委員会内部部局、施設等機関

及び地方環境事務所又は他の行政機関に発出する施行文書（他の行政機関に

発出する場合にあっては、法令に基づくものを除く。）については、発信者

名の下に「（公印省略）」の文字を付記することにより、公印及び契印の押

印を省略することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２・３ （略） 

 

第 33 条～第 46 条 （略） 

 

別表第１ （略） 
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別表第２（共通事項） 

（１）一般共通事項 

事項 

番号 
専決事項 専決者 合議者 

1 

課長補佐相当官職以下の職員の任免

及びそれに関連する事項に関するこ

と（分限、懲戒及び訓戒に関する事項

並びにこの表の第３１号から第３３

号までに掲げる事項を除く。）。 

長官  

2～30 （略） （略） （略） 

31 

健康管理者、安全管理者、健康管理担

当者、安全管理担当者及び火元責任

者の指名に関すること。 

人事課長  

32 職員の休職及び復職に関すること。 人事課長  

33 

国家公務員の育児休業等に関する法

律、国家公務員の自己啓発等休業に

関する法律及び国家公務員の配偶者

同行休業に関する法律に基づく承認

に関すること。 

人事課長  

34 （略） （略）  

 

（２）・（３） （略） 

 

別表第３ （略） 

 

別表第４（放射性同位元素等規制法令） 

（１）放射性同位元素等の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６７号）関

係 

事項 

番号 
主管課等 専決事項 専決者 合議者 

委 員 会 へ

の 報 告 の

要否 

 

別表第２（共通事項） 

（１）一般共通事項 

事項 

番号 
専決事項 専決者 合議者 

1 

課長補佐相当官職以下の職員の任免

及びそれに関連する事項に関するこ

と（分限及び懲戒並びに訓戒に関する

事項を除く）。 

 

長官  

2～30 （略） （略） （略） 

 

（新設） 

 

 

（新設） （新設）  

（新設） （新設） （新設）  

（新設） （新設） （新設） 

 

 

 

 

 

31 （略） （略）  

 

（２）・（３） （略） 

 

別表第３ （略） 

 

別表第４（放射性同位元素等規制法令） 

（１）放射性同位元素等の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６７号）関

係 

事項 

番号 
主管課等 専決事項 専決者 合議者 

委 員 会 へ

の 報 告 の

要否 
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1～39 （略） （略） （略） （略） （略） 

40 

部門（官房

安全規制管

理官に係る

も の に 限

る。） 

放射性同位元素等規制法第４

３条の２第１項の規定による

立入検査（あらかじめ委員会

がその業務のための内部規範

を決定したものに限る。）に関

すること。 

主 管 課

等の長 
  否 

41 

部門（官房

安全規制管

理官に係る

も の に 限

る。） 

放射性同位元素等規制法第４

３条の３第１項の規定による

立入検査（あらかじめ委員会

がその業務のための内部規範

を決定したものに限る。）に関

すること。 

主 管 課

等の長 
  否 

42～

54 
（略） （略） （略） （略） （略） 

55 

部門（官房

安全規制管

理官に係る

も の に 限

る。） 

放射性同位元素等規制法施行

規則第１８条の１７第４項

（第２４条の２の７において

読み替えて適用する場合を含

む。）の規定による提出書類の

省略に関すること。 

主 管 部

等の長 
  否 

56～

76 
（略） （略） （略） （略） （略） 

 

別表第５（その他の法令） 

（１）～（７） （略） 

 

（８）特定秘密の保護に関する法律（平成２５年法律第１０８号）関係 

事項 

番号 
主管課等 専決事項 専決者 合議者 

委 員 会 へ

の 報 告 の

要否 

1～3 （略） （略） （略） （略） （略） 

1～39 （略） （略） （略） （略） （略） 

40 

部門（官房

安全規制管

理官に係る

も の に 限

る。） 

放射性同位元素等規制法第４

３条の２第１項の規定による

立入検査（あらかじめ委員会

がその業務のための内部規範

を決定したものに限る。）に関

すること。 

主 管 部

等の長 
  要 

41 

部門（官房

安全規制管

理官に係る

も の に 限

る。） 

放射性同位元素等規制法第４

３条の３第１項の規定による

立入検査（あらかじめ委員会

がその業務のための内部規範

を決定したものに限る。）に関

すること。 

主 管 部

等の長 
  要 

42～

54 
（略） （略） （略） （略） （略） 

55 

部門（官房

安全規制管

理官に係る

も の に 限

る。） 

放射性同位元素等規制法施行

規則第１８条の１７第４項

（第２４条の２の７において

読み替えて適用する場合を含

む。）の規定による提出書類の

省略に関すること。 

主 管 部

等の長 
  要 

56～

76 
（略） （略） （略） （略） （略） 

 

別表第５（その他の法令） 

（１）～（７） （略） 

 

（８）特定秘密の保護に関する法律（平成２５年法律第１０８号）関係 

事項 

番号 
主管課等 専決事項 専決者 合議者 

委 員 会 へ

の 報 告 の

要否 

1～3 （略） （略） （略） （略） （略） 

8



5 
 

4 主管課等 

特定秘密の指定及びその解除

並びに適性評価の実施に関し

統一的な運用を図るための基

準（平成２６年１０月１４日

閣議決定。以下この表におい

て「運用基準」という。）Ⅱ６

（４）の規定による特定秘密

の保護に関する法律施行令

（平成２６年政令第３３６

号。）第１１条第１項に規定す

る規程の案の内閣総理大臣へ

の通知に関すること。 

 

 

長官   否 

5～21 （略） （略） （略） （略） （略） 

 

別表第６ （略） 

 

様式第１～６ （略） 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

様式第７ 

＜開示請求受付管理簿＞ 

（略） 

 

4 主管課等 

特定秘密の指定及びその解除

並びに適性評価の実施に関し

統一的な運用を図るための基

準（平成２６年１０月１４日

閣議決定。以下この表におい

て「運用基準」という。）Ⅱ６

（４）の規定による特定秘密

の保護に関する法律施行令

（平成２６年政令第３３６

号。以下この表において「特定

秘密保護法施行令」という。）

第１２条第１項に規定する規

程の案の内閣総理大臣への通

知に関すること。 

長官   否 

5～21 （略） （略） （略） （略） （略） 

 

別表第６ （略） 

 

様式第１～６ （略） 

 

様式第７ 

＜書留郵便物等受理簿＞ 

整理番

号 

受理 

年月日 
種別 番号 差出人 受取人 

配布 

年月日 

配布先受領

年月日 

配布先の 

受領者 
備考 

          

          

          

 

様式第８ 

＜開示請求受付管理簿＞ 

（略） 
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様式第８ 

＜情報公開不服申立管理簿＞ 

（略） 

 

様式第９ 

＜書留郵便物等受理簿＞ 

整理番

号 

受理 

年月日 
種別 番号 差出人 受取人 

配布 

年月日 

配布先受領

年月日 

配布先の 

受領者 
備考 

          

          

          

 

様式第１０ （略） 

 

（様式第１１） 

使  送  伝  票 

宛 名 

 

     府・省      局 

                  課 

      庁       部 

文書件名 

又は番号 

 

 

 

 

様式第９ 

＜情報公開不服申立管理簿＞ 

（略） 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

様式第１０ （略） 

 

（様式第１１） 

使  送  伝  票 

宛 名 

 

     府・省      局 

                  課 

      庁       部 

文書件名 

又は番号 
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7 
 

発信者名 

 

     原子力規制庁                      課 

送付月日           年       月       日 

受領者 

 

 

 

 

 

 

 

原子力規制委員会 

 

 

様式第１２・１３ （略） 

 

発信者名 

 

     原子力規制庁                      課 

送付月日           年       月       日 

受領印 

 

 

 

 

 

 

 

原子力規制委員会 

 

 

様式第１２・１３ （略） 
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